
人事と給与人事と給与
職員の職員の

　人事行政の公平性と透明性を高めるため、北広島市人事行政の
運営等の状況の公表に関する条例を定めています。この条例に基
づき、職員の給与や職員数、勤務条件などをお知らせします。

問合せ　職員課
（☎３７２-３３１１・内線3310）

問合せ　職員課
（☎３７２-３３１１・内線3310）

Human resources and  SalaryHuman resources and  Salary

■
勤
務
時
間
な
ど

始
業　

８
時
45
分

終
業　

１７
時
15
分

休
憩
時
間　

１２
時
～
１２
時
45
分

週
休
日　

土
・
日
曜

休
日　

国
民
の
休
日
、
年
末
年
始
（
12
月

29
日
～
翌
年
１
月
３
日
）

＊
勤
務
場
所
に
よ
っ
て
、
異
な
る
場
合
が

あ
り
ま
す
。

■
服
務
規
律

　

市
民
の
皆
さ
ん
の
信
頼
を
確
保
す
る
た

め
、日
頃
か
ら
服
務
規
律
の
徹
底
を
周
知
・

指
導
し
て
い
ま
す
。
昨
年
度
の
分
限
処
分

（
休
職
）
は
２
人
、
懲
戒
処
分
は
２
人
で

し
た
。

■
健
康
管
理

　

職
員
の
健
康
保
持
増
進
の
た
め
、
定
期

健
康
診
断
、
人
間
ド
ッ
ク
、
メ
ン
タ
ル
ヘ

ル
ス
研
修
な
ど
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

■
福
利
厚
生

　

地
方
公
務
員
法
に
基
づ
き
、
職
員
の
元

気
回
復
な
ど
を
目
的
と
し
た
北
広
島
市
職

員
福
利
厚
生
会
へ
の
補
助
を
実
施
し
て
い

ま
す
。

■
研
修
状
況

　

職
員
の
能
力
向
上
と
意
識
改
革
の
た
め
、

さ
ま
ざ
ま
な
研
修
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

◆令和３年４月２日～
令和４年４月１日の採用者数（人）

事
務
職

土
木
職

建
築
職

消
防
職

社
会

福
祉
士

保
育
士

合
計

採用者数 20 1 1 7 2 4 35

◆令和３年度の研修状況（人）

研修分類 受講者数
（延べ）

職場内研修 15

階層別基礎研修 147

能力開発研修 885

特別研修 634

外部研修機関への派遣 35

他自治体・海外などへの派遣 6

■
人
事
評
価

　

職
務
遂
行
能
力
や
業
務
実
績
を
客
観
的

に
評
価
す
る
こ
と
に
よ
り
、
人
事
管
理
の

基
礎
と
し
て
活
用
す
る
た
め
、
人
事
評
価

を
実
施
し
て
い
ま
す
。

■
公
務
災
害
・
通
勤
災
害

　

公
務
中
や
通
勤
途
中
で
災
害
に
遭
っ
た

場
合
は
、
補
償
さ
れ
ま
す
。
昨
年
度
の
公

務
災
害
認
定
件
数
は
４
件
、
通
勤
災
害
認

定
件
数
は
２
件
で
し
た
。

■
公
平
委
員
会
へ
の
措
置
要
求

　

職
員
は
、
給
与
や
勤
務
時
間
な
ど
の
勤

務
条
件
に
関
し
、
適
切
な
措
置
が
と
ら
れ

る
よ
う
要
求
す
る
こ
と
や
、懲
戒
そ
の
他
、

そ
の
意
に
反
す
る
不
利
益
な
処
分
を
受
け

た
と
き
は
、
公
平
委
員
会
に
審
査
請
求
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
昨
年
度
は
０
件
で

し
た
。

◆令和３年度の退職者数（人）
定年 勧奨 その他 合計

退職者数 21 4 9 34

◆再任用職員数（令和４年４月１日現在・人）
常時勤務 短時間勤務 合計

再任用職員数 2 37 39

職
員
数
の
状
況

職
員
数
の
状
況

服
務
管
理
な
ど

服
務
管
理
な
ど

勤
務
時
間
と
休
暇

勤
務
時
間
と
休
暇

◆◆職員数の推移（各年度４月１日現在）

＊令和２年度から、フルタイム会計年度任用職員
を含みます。
＊（）はフルタイム会計年度任用職員の人数です。

人
520

500

480

460

521

499

469468 469 482

Ｈ15　　　　２０　　28　　２9　　30　　31　　R2　　Ｒ3　　Ｒ4　　年度　　　　

任期付職員と短時間勤務
の再任用職員を除く。

495
（14）

499
（18）

504
（21）
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給
与
と
は
、
給
料
（
民
間
企
業
の
基
本

給
）
と
、
手
当
（
扶
養
・
通
勤
・
期
末
勤

勉
手
当
な
ど
）
の
合
計
で
す
。

＊市長・副市長・教育長は、給料と期末手当を
５％減額しています。

◆特別職の給料など（令和４年４月１日現在）
月額 手当

給
料

市長 ８４５，５００円 ◦期末手当
（６月と１２月に
合計3．25月分と
４５％の加算）
◦寒冷地手当

副市長 ６９０，６５０円
教育長 ６０４，２００円

報
酬

議長 ４３１，０００円
副議長 ３８４，０００円
議員 ３４７，０００円

◆職員の給料　　　　　　　　　　　　　　　
（一般会計職員・令和４年４月１日現在）

人数（平均年齢） 平均給料
月額

部長職 １5人（５6歳  2カ月）４30，280円
次長職 5人（５5歳 9カ月）４13，240円
課長職 62人（５1歳 5カ月）394，347円
主査職 136人（４3歳 4カ月）３33，415円
スタッフ職 ２67人（３1歳　9カ月） 243，758円

〈役職別〉

〈経験年数・学歴別〉
平均給料月額

１０～１4年 大学卒＝283，242円　
高校卒＝２50，200円

１５～１９年 大学卒＝324，148円　
高校卒＝274，250円

２０～２４年 大学卒＝372，588円　
高校卒＝３44，800円

大学卒
◦初任給（月額）

高校卒
18万2,200円
15万0,600円

◦平均給料（月額）

（平均年齢38歳７カ月）
29万6,162円

＊昨年度の平均支給額は、約１，661万円でした。

◆退職手当（令和４年４月１日現在）
勤続年数 自己都合 勧奨・定年

２０年 19．6695月分 ２4．586875月分
２５年 28．0395月分 ３3．27075月分
３５年 39．7575月分 47．709月分

最高限度 47．709月分 47．709月分
その他の

加算 ― 勧奨退職者は
２～45％加算

◆主な手当（令和４年４月１日現在）
内容

扶養手当
扶養親族がいる職員に、子１人月額１０，０００
円（一定の要件で加算される場合あり）、配
偶者・父母など１人月額６，５００円を支給

住居手当 月額１１，０００円を超える家賃について、２７，０００
円を限度に支給

通勤手当 通勤距離２㎞以上の職員に、運賃の額など
に応じて支給

時間外勤務手当 令和３年度は職員１人当たり月平均27，790
円を支給（一般会計分）

特殊勤務手当 消防や野犬掃とう業務、災害応急対策等派
遣など５種類　　　　　　

寒冷地手当 扶養親族の有無などに応じて月額８，8００～
２３，３６０円を、１１月～翌年３月の５カ月間支給

期末勤勉手当
民間企業のボーナスに当たるもの。６月と
１２月に合計4．45月分を支給（役職者は、職
務に応じ５～１５％を加算）

■
令
和
３
年
度
の
年
次
有
給
休
暇
の
状
況

付
与
日
数　

20
日

平
均
取
得
日
数　

１１
・
７
日

　

年
次
有
給
休
暇
の
ほ
か
に
、
病
気
・
介

護
・
妊
娠
通
院
・
産
前
産
後
・
夏
季
・
子

の
看
護
休
暇
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

■
育
児
休
業
・
部
分
休
業

　

育
児
休
業
は
、
子
が
３
歳
に
達
す
る
日

ま
で
取
得
で
き
ま
す
。
部
分
休
業
は
、
就

学
前
の
子
を
養
育
す
る
職
員
が
１
日
２
時

間
ま
で
取
得
で
き
ま
す
。
昨
年
度
の
育
児

休
業
取
得
者
は
１６
人
、
部
分
休
業
取
得
者

は
６
人
で
し
た
。

◆５年前と現在の職員給与費の比較
　　　　　　　（一般会計決算額）

平成
27年度

令和
２年度

28億9,458万円

２9億4,928万円

5，470万円増加

職
員
の
給
与

職
員
の
給
与

◆国の給料の水準を１00としたときの割合　　
　　　　　　　（令和３年４月１日現在）

＊1

＊１…ラスパイレス指数
＊２…都道府県と政令指定都市、東京２３区、市町村の平均

北広島市

＊2

１００

全国の地方公
共団体の平均

国

98.8

99．0

１００
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